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581 

 

様 
 

式 

様式１ 

受信記録表 

 

発 信 機 関 名 発 信 者 氏 名 受 信 者 氏 名 本 部 長 確 認 総括部の審議 

 

氏名 

 

TEL 

氏名 

 

所属 

 

要 

・ 

否 

 

今治市災害対策本部（受）第    号           年  月  日  時  分 

 

（指示・報告・通報・照会・依頼・その他） 

 

件  名         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本  文 

措置の内容 
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様 
 

式 

 

様式２ 

発信記録表 

 

発 信 者 氏 名 発 信 先 機 関 名 受 信 者 氏 名 本 部 長 確 認 

氏名 

 

TEL 

 

氏名 

 

所属 

 

 

今治市災害対策本部（送）第    号           年  月  日  時  分 

 

（指示・報告・通報・照会・依頼・その他） 

 

件  名         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本  文 
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様 
 

式 

様式３ 

参集記録票 
 
  ○参集後に各自が班単位で記入すること 
 
                                                                整理番号      
  ■災害対策班名                   班  
 
  ■場 所                 ■報告日時  年  月  日  時  分現在 
 

ＮＯ 氏  名 参 集 時 間 自 宅 等 の 状 況 

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  

     月  日  時  分  
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様 
 

式 

 

様式４ 

参集途上の被災状況記録票 
 
  ○参集後に各自で記入し、班長へ提出すること          整理番号        
 

  ■報告者氏名               ■災害対策班名          班 

 
 ■参集報告 

  ○参集日時 

 

 

 ■見聞情報（参集時に見聞きした情報） 

 

  ○自宅付近の状況 

  ○道路の状況 

  ○建物被害の状況 

  ○救助者の有無 

  ○火災の発生状況 

  ○その他気づいたこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■地図・略図 

 

 
     年  月  日  時  分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      火災や人命に関わる場合は、直接担当班に連絡する 
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様 
 

式 

様式５・水防様式１ 

情報受付（処理）票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対 応 状 況

※追加で対応した内容がある場合は、対応日時を記入すること。

対 応 部 署
（ 該 当 に ○ ）

本部 　救護・福祉　 市民環境 　物資・供給 　応急対策 　消防　 避難所　 その他

対 応 種 別
（ 該 当 に ○ ）

応急対応　　事後対応
対 応 状 況
（ 該 当 に ○ ）

対処不要　　対処要　　対処中　　対処済

日 （ ） 時

連 絡 先 連 絡 先

※被害場所位置図を必ず添付すること。

対 処 内 容
システム入力チェック欄 □

対 処 日 時 年 月

建 物 名 等
（ 目 標 物 等 ）

建 物 名 等
（ 目 標 物 等 ）

氏 名 氏 名

区 分
（ 該 当 に ○ ）

人的被害　孤立集落　住家被害　非住家被害　道路通行規制　土砂災害　河川被害
港湾海岸被害　その他被害　停電　ライフライン　交通情報　火災　原発情報
国民保護情報　支援要請　救援救助　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

手 段 電話　口頭　ＦＡＸ　メール　ＴＶ　ネット　情報システム　その他（　　　　　）

情 報 内 容

※床下・床上浸水等の住家被害の場合は、棟数、世帯数、人数を記入すること。

通 報 者 情 報 被害場所情報

住 所 住 所

※通報者情報と同じ場合は不要

発 信 元
（ 該 当 に ○ ）

住民　県　市町村　気象台　消防　警察　消防・警察　航空隊　県支部　消防団
ＳＮＳ　ライフライン　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

月 日 （ ）

※件名は『受付番号（地区　番号）　被害場所（〇〇町○丁目）　被害情報（床下浸水等）』

基 本 情 報 （必須項目）
システム入力チェック欄 □

受 信 者 受信日時 年 時 分

情報受付（処理）票
整理番号（県ｼｽﾃﾑ：　　　　　　　市ｼｽﾃﾑ：　　　　　　　)

件 名
受付番号 被害場所 被害情報



 

 

 

586
 

  

様式６・水防様式２ 

災害情報受付一覧表 

災害名（                 ） 

                  年  月  日  曜日 No.            

番号 受付時間 受信者名 災害発生場所 被害状況 水防本部対応処理状況 備考 

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   

 

   時  分 

課 

    

住宅地図P.  （  ． ）   
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様式７・水防様式３ 

災害情報集計表 

摘 要 

人的 住家 非住家 そ の 他 

死者 
行方

不明 

負傷 
全壊 半壊 

一部

破損 

床上

浸水 

床下

浸水 

公共

建物 

その

他 
道路 橋りょう 河川 水道 崖くずれ    

重傷 軽傷 
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様 
 

式 

 

様式８ 

被害発生状況連絡票 
 

被 害 発 生 状 況 連 絡 票                            

 受 付 

 日 時 

   年  月  日 

      時  分 

 被災者 

 または 

 通報者 

 住所         電話（  ） 

 氏名 

 被 害 

 発 生 

 場 所 

 

 被 害 

 状 況 

 

 記録者              班 

 氏名 

 送付先 

 送 付 

 日 時 

    年  月  日  時  分 

                 班 

 関係班 

 処 置 

 記 録 

 

 本 部 

 解散後 
 の対応 
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様 
 

式 

様式９ 

災害状況調査個票（住家・人的被害） 

No.  
 

担 当 部                           部  担 当 課                         課  担当者氏名 
 

 調 査 日 時                    月    日    時    分 

 被 災 場 所               
                         番     号 
            町     丁目 
                         番地の 

                                                     ＊住宅地図添付のこと 

 被 災 日 時                    月    日    時    分 

 被 

 災 

 状 

 況 

 被災の程度 

 住 家 の         

 被  害 

 １．全壊（焼）  ２．流失  ３．半壊（焼） 

 ４．一部破損   ５．床上浸水（  cm）  ６．床下浸水 

 人的被害  １．死 亡    人    ２．行方不明    人 

 ３．重 傷    人    ４．軽  傷    人 

世 帯 主           

住  所 

                      番     号 
         町     丁目 
                      番地の 

 氏  名                       世帯人員      人 

 電話番号  

 

特 

 

記 

 

事 

 

項 

 世 

 帯 

 人 

 員 

氏     名 続柄 性別 年齢 生年月日 備 考（被害の程度等） 

      

      

      

      

      

      

      

 応 

 急 

 対 

 策 

 の 

 （応急措置、消防、警察官、その他関係機関との連絡状況等） 

  状 

 況 
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様 
 

式 

 

 

様式１０ 

災害状況調査個票（施設等被害） 

No.  

担 当 部                           部  担 当 課                         課  担当者氏名 
 

 調 査 日 時                    月    日    時    分 

 被 災 場 所               
                         番     号 
            町     丁目 
                         番地の 

                                                     ＊住宅地図添付のこと 

 被 災 日 時                    月    日    時    分 

        被 災 状 況                                    被 害 金 額                   

  

                  合          計            千円 

  

 応 急 対 策 の 状 況                        （応急措置、消防、警察官、その他関係機関との連絡状況等） 
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様 
 

式 

様式１１ 

道路通行止の場合の確認事項 

 

路 線 名  （例：市道○○○線） 

所 在 地 名  （例：伯方町伊方） 

通 行 止 区 分 全面通行止 ・ 片側通行止 ・ （           ） 

迂 回 路 有 ・ 無 （ ） 

通 行 止  開 始 時 間   /    （  ）   ：   から 

通 行 止  終 了 時 間 （予定）    /    （  ）   ：   まで 

警 察 へ の 連 絡 済 ・ 未 

そ の 他  

【留意事項】 

１．市道、広域農道及び主要な林道の通行止め状況については、今治市より警察及び県へ報

告する必要があるため、本票において整理すること。 

２．県道、国道については情報が入り次第「路線名」、「所在地名」を記入し、「通行止め区

分」より下の項目については分かる範囲で記入し、整理すること。この際、警察及び県への

報告の必要はない。 

３．支部対策班についても上記１、２のとおり、情報が入り次第本票において本部へ報告す

ること。また、通行止めが解除され次第本部へ報告すること。 
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様 
 

式 

 

様式１２ 

広報等依頼要請書 

 

 要請日時      月    日    時    分 

 担 当 部                  部  担 当 課                 課  担当者氏名  

 

 

 要 

 

 請 

 

 の 

 

 概 

 

 要 

 種    別  広報依頼、要員の補充、資機材調達、車両調達、燃料調達、自衛隊派遣要請 

 その他（                              ） 

 

 内    容 

 （要請先機関・団体名、職種、品名、広報文などできるかぎり具体的に記入） 

 

 ※ 別紙添付の場合は、その旨を明記のこと。 

 数 量 ・             

 回 数 ・             

 又 は 人 数             

 （種別、性別、品名別等に分けて記入） 

 場    所 

 （集合場所、受渡場所、広報活動実施場所などを記入） 

 そ の 他             

 必 要 事 項             

 （留意点、携行品など特記事項を記入） 

   

 要 
 請 
 に 
 い 
 た 
 っ 
 た 
 理 
 由 

 （応急対策の状況、部内対策要員の状況、部内資機材の状況、その他要請を必要とした状況） 

 
 

 措 

 置 
 状 
 況 

 （要請に対する措置の状況） 

    
 措置日時    月  日  時  分  担当者      部    課（氏名） 
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様 
 

式 

様式１３ 

避難者カード 

避難者カード（避難所入所者用） 

（避難所名：        ）                    番号： 

① 

ふりがな 

世帯代表者名 
 

電話 
 

住 所 
 

② 

入 所 年 月 日 年   月   日 所属自治会名  

家 族 
 

※ここに避難し

た人だけ書い

てください。 

ふりがな 

氏 名 
性別 年齢 要配慮※ 備考 

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    

 男 ・ 女    
※配慮を要する方は〇を記入の上、下記「要配慮内容」に記入してください。 

要 配 慮 内 容 

（病気や障がい等特別の配慮が必要である、紙おむつ、メガネ、入歯等の必要、アレ

ルギーがあるなど、配慮が必要な事項があればご記入ください。） 

 

 

 

親 族 等 の 

連 絡 先 

住所 

氏名 

電話 

家屋被害状況 

１全壊   ２全焼   ３半壊   ４半焼   ５一部損壊 

６流出   ７床上浸水 ８床下浸水 

①断水   ②停電   ③ガス停止 ④電話不通 

特 技 ・ 資 格 

（特技や資格を活かした活動にお手伝いいただける方はご記入ください。） 

 

特技・資格の内容             氏名 

③ 
安否確認など他からの問い合わせに対して、住所、氏

名、性別を公開してもいいですか？ 
良い ・ 良くない 

④ 

退 所 年 月 日      年    月    日  

転 出 先 

住所 

氏名 

電話 

※この名簿は、世帯代表の方が記入し、避難所運営委員会へお渡しください。 

【避難者の方へ】 

・入所にあたり、この名簿を記入し提出することにより避難者として登録され、避難所での生活支援が受けられ

るようになります。 

・内容に変更がある場合は、速やかに避難所運営委員会（管理班）に申し出て修正してください。 

・ご親族の方々等に安否をお知らせするために、住所、氏名、性別に限り公表し、または他からの問い合わせに

対して回答することとしています。しかし、プライバシーの問題がありますので、公表の可否については、ご

家族で判断してください。 

 



 

 

594 

様 
 

式 

 

避難者カード（避難所以外の避難者用） 

（自治会名：        ）                    番号： 

① 

ふりがな 

世帯代表者名 
 

電話 
 

住 所 
 

② 

入 所 年 月 日 年   月   日 所属自治会名  

家 族 

ふりがな 

氏 名 
避難状況※１ 性別 年齢 要配慮※２ 備考 

  男・女    

  男・女    

  男・女    

  男・女    

  男・女    

  男・女    

  男・女    

※１：ア テント、イ 車、ウ 在宅避難者、エ その他 

※２：配慮を要する方は〇を記入の上、下記「要配慮内容」に記入してください。 

要 配 慮 内 容 

（病気や障がい等特別の配慮が必要である、紙おむつ、メガネ、入歯等の必要、アレル

ギーがあるなど、配慮が必要な事項があればご記入ください。） 

 

 

 

親 族 等 の 

連 絡 先 

住所 

氏名 

電話 

家屋被害状況 

１全壊   ２全焼   ３半壊   ４半焼   ５一部損壊 

６流出   ７床上浸水 ８床下浸水 

①断水   ②停電   ③ガス停止 ④電話不通 

特 技 ・ 資 格 

（特技や資格を活かした活動にお手伝いいただける方はご記入ください。） 

 

特技・資格の内容             氏名 

③ 
安否確認など他からの問い合わせに対して、住所、氏

名、性別を公開してもいいですか？ 
良い ・ 良くない 

④ 

移 転 年 月 日      年    月    日  

移 転 先 

住所 

氏名 

電話 

※この名簿は、世帯代表の方が記入し、最寄りの避難所の市担当者へお渡しください。 

【避難所以外に避難している方へ】 

・この名簿を記入し提出することにより避難者として登録され、避難所生活と同等の食料・物資などの支援が受

けられるようになります。 

・内容に変更がある場合は、速やかに市の避難所担当者に申し出て修正してください。 

・ご親族の方々等に安否をお知らせするために、住所、氏名、性別に限り公表し、または他からの問い合わせに

対して回答することとしています。しかし、プライバシーの問題がありますので、公表の可否については、ご

家族で判断してください。 
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様式１４ 

避難者名簿 
避難者名簿（避難所入所者用） 

【自治会名：         】                                   （避難所名：        ） 

番

号 

世帯

区分 

※１ 

（ふりがな） 

氏 名 
住 所 性別 年齢 

要配慮事項 

※２ 

情報公開 

※３ 

避難者 

カード 

番号 

入所日 退所日 

1           

2           

3           

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           

11           

12           

◎最初の受付時は、太枠内のみ記入してください。太枠以外の項目は、「避難者カード（避難所入所者用）」が提出されてから、管理班が転記してください。 

（記入にあたって） ※１ 世帯区分には、世帯代表者に○印を記入し、世帯ごとに「実線」で区切ります。 

※２ 要配慮者である場合は「要」と記入し、注意すべき事項も記入します。病気や障がい等特別の配慮が必要である人、紙おむつ、メガネ、入歯等の

必要な人、アレルギーのある人など、その概要を記入（詳細は、「避難者カード（避難所入所者用）」に記入してもらう。）外国人の場合は、国籍・

パスポート№・言語・日本語(○、△、×）等を記入します。 

※３ 安否確認など他からの問い合わせに対して、名簿の公開を同意する場合は「○」、同意しない場合は「×」と記入します。 
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避難者名簿（避難所以外の避難者用） 

【自治会名：         】              

番

号 

世帯

区分 

※１ 

（ふりがな） 

氏 名 
住 所 性別 年齢 

避難状態 

※２ 

要配慮事項 

※３ 

情報公開 

※４ 

避難者

カード

番号 

備 考 

1           

2           

3           

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           

11           

◎市担当者は、避難所以外で避難している人が記入した「避難者カード（避難所入所者以外の避難者用）」を取りまとめ、この表を作成してください。 

（記入にあたって） ※１ 世帯区分には、世帯代表者に○印を記入し、世帯ごとに「実線」で区切ります。 

※２ 避難状態は「避難者カード（避難所入所者以外用）」と同様に次の区分とし、記号で記入します。 

ア．テント / イ．車 / ウ．在宅避難者 / エ．その他 

※３ 要配慮者である場合は「要」と記入し、注意すべき事項も記入します。病気や障がい等特別の配慮が必要である人、紙おむつ、メガネ、入歯等の

必要な人、アレルギーのある人など、その概要を記入（詳細は、「避難者名簿（避難所入所者以外の避難者用）」に記入してもらう。）外国人の場合

は、国籍・パスポート№・言語・日本語(○、△、×）等を記入します。 

※４ 名簿の公開を同意する場合は「○」、同意しない場合は「×」と記入します。 
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様 
 

式 

様式１５ 

避難所状況記録票 

（避難所名：        ） 

発信者名  
災害対策本部 

受信者名 
 

発信日時 年   月   日  

 前日数(A) 入所数(B) 退所数(C) 現在数(A+B-C) 

避難者世帯数 
（避難者カード届

数） 

世帯 世帯 世帯 世帯 

避難者人数 
（避難者名簿登録

数） 

人 人 人 人 

連絡事項 

 活動状況 要請事項 

総 務 班   

情 報 広 報 班   

管 理 班   

保 健 衛 生 班   

医 療 福 祉 班   

食 料 物 資 班   

ボランティア班   

   

（その他、特筆すべき事項） 

 

 

 

周辺地域の状況 

※地域の自治会や在宅被災者からの要望など、特に連絡の必要がある場合に記載してください。 

 

 

 



 

 

598 

様 
 

式 

 

様式１６ 

物品の受払簿（避難所用） 
 

避難所 

受取 

日 

払出 

品 名 受入数 払出数 現在数 扱 者 

備考 

 

（払出先等） 
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様 
 

式 

様式１７ 

物品の受払簿（物資集配拠点用） 

 

集配拠点 

 品  名  単位呼称 

受取 

日 

払出 

納入元 受入数 払出数 現在数 払出先等 
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様式１８ 

行方不明者名簿 

No.   
 

整理 

番号 

 
届出月日 

行 方 不 明 者 届   出   者 
 

備   考 
住      所 氏    名 年齢 性別 

身長 
(㎝) 

体重 
(㎏) 

着衣その他の特徴 住    所 氏   名 
行方不明者 
との関係 

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            

   月 日            
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様 
 

式 

様式１９ 

遺留品処理票 

No.  
 

遺 留 品 処 理 番 号                   
 

 遺 

 留 

 品 

  

 

 

 引 

 

 取 

 氏     名 
 

 住     所 
 

 死 亡 者 と の               

 関     係 

 

 人   

 引 取 年 月 日               
 

 死 

 亡 

 者 

 死 体 番 号               
 

 氏     名 
 

 住     所 
 

備考 

 遺 留 品 保 管 所                     
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様 
 

式 

 

様式２０ 

氏名票 
 
                                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２１ 

災害死体送付票 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 治 市 災 害 死 体 

         第      号 

  氏 名 

 
                           （送付番号） 
 
      災 害 死 体 送 付 票                       
 
 
         今治市災害死体第   号 
 
 （氏 名         ）を送付する。 
 
             年  月  日 
 
           今治市長 
 
   （火葬場） 宛 
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様 
 

式 

様式２２ 

死体措置票 
 

 災 害 死 体 番 号                     

 

 

 

 ※ 身元不明死体 

  の場合は、備考 

  欄にその旨記入 

  し、死体の特徴 

  その他参考とな 

  る事項を詳しく 

  記入のこと。 

 死 

 亡 

 者 

 氏     名  

 住     所  

 死 亡 年 月 日                

 死 亡 原 因                

 死 体 発 見 の               

 日 時 ・ 場 所               

 

 引 

 取 

 人 

 氏     名  

 住     所  

 死 亡 者 と の               

 関     係 

 

 引 取 年 月 日                

 遺 
 留 
 品 

 処 理 番 号                

 保 管 所                

 備 考（身元不明死体の場合は、死体の特徴等を詳細に記入する。） 
  

 死 体 収 容 所                    
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様 
 

式 

 

様式２３ 

医療救護所開設状況報告 
 

医 療 救 護 所 開 設 状 況 報 告                             

     年  月  日  時  分現在  受信日時     月  日  時  分 

 発信機関               部  発 信 者          

 受信機関               部  受 信 者          

 場  所  

 従事者数 

軽 症 中毒症 重 傷 計 

左のうち 

要搬送者 

    

医 師 看護婦 その他 計 

     人      人      人      人     人      人      人     人            人 

状 

 

 

 

況 

 

執 

っ 

て 
い 

る 

措 

置 

 

 

処 

理 

状 

況 
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様 
 

式 

様式２４ 

確認台帳 
（       号 ） 

請者 
（住所）   

（氏名）   (通称名）  

連絡先         

罹災場所 
（住所）   

(建物名）   

家屋所有者 （住所）          （氏名）   

送付先住所 
（住所）   

(建物名）   

罹

災

世

帯

の

状

況 

住所 
（住所）   

(建物名）   

連絡先         

避難場所   

  続柄 氏名 性別 生年月日 年齢 備考 

1  世帯主           

2             

3             

4             

5             

6             

7             

8             

9             

10             

罹

災

状

況 

 
 

□ 持家        □ 貸家        □ 借家 

 

その他 

事項  
□全壊  □大規模半壊  □中規模半壊  □半壊 

 

□準半壊 □準半壊に至らない（一部損壊） □被害なし □その他 

罹 災 年 月 日   調 査 年 月 日   

調査員の職・氏名 
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様 
 

式 

 

（裏面） 

月 日 対 処 内 容 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 



 

 

 

607
 

  

様式２５ 

罹災証明書発行台帳 

罹災物件住所 
罹災物件住所 

（建物名） 
被害の程度 備考 発行日 所属 ユーザ ID 処理日時 
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様 
 

式 

 

様式２６ 

罹災証明申請書 

  年  月  日 

今 治 市 長 宛 

 

下記物件が罹災したことについて証明願います。   

（受付番号第    号） 

（表面） 

申請者 

住所 

電話 

氏名
ふりがな

              ㊞ 建物 □所有者 □非所有者 

 

罹災の状況 

罹災年月日  

罹災場所 今治市 

罹災物件 □ 持家    □借家（所有者名：                ） 

罹災の原因 

および罹災概況 
 

添付書類 

（提出できる場合） 

□ 被害の状況がわかる写真 

□ 建物図面 
  

罹災世帯の 

構成人員 

（被災者支援制

度の手続きのた

め、必要な場合

にのみ記入） 

氏名 続柄 性別 生年月日 氏名 続柄 性別 生年月日 

 世帯主       

        

        
   

（以下、市記入欄）       □今治市長が罹災証明に記載した内容を必要な範囲で市の事務に利用することに同意します  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

罹災証明書 

罹災の程度 

□ 全壊          □ 床上浸水 

□ 大規模半壊       □ 床下浸水 

□ 半壊 

□ 半壊に至らない 

備考  

 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

第   号 

 

   年   月   日 

今 治 市 長      
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様 
 

式 

 

（裏面） 

《罹災証明書について》 

１ この証明書は、民事上の権利義務関係に効力を有するものではありません。 

２ 「罹災の程度」は、「家屋」を対象として、一棟ごとに母屋で判定します。 

３ 集合住宅等の場合は、一棟全体で判定しますので、部屋によっては、この証明の「罹災

の程度」と被害の程度に差が生じる場合があります。 

４ 「罹災程度」は、家屋を屋根・壁・構造体等の部位別に、表面にあらわれた被害を観察

して判定します。表面にあらわれない被害（構造体の内部素材そのものの被害等）があ

る場合には、この証明の「罹災の程度」と異なることがあります。 

５ この証明書は、原則として１世帯１枚の発行になりますので、大切に保管してください。 

《記入上の留意点》 

・ 申請者は、申請時に本人であることが確認できるものを提示し、「申請者」欄に住所、氏

名（法人の場合は、法人名及び代表者氏名）、電話番号を記入してください。 

代理人の場合は、下記の委任状を記入し、上記「申請者」欄に住所、氏名（法人の場

合は、法人名及び代表者氏名）、連絡先を記入してください。 

ただし、代理人が申請者の配偶者、同居の親族である場合においては、下記の委任状

は不要です。 

 

委 任 状 

私は、（代理人の住所）                            

（代理人の氏名又は法人名及び代表者氏名）                

を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

罹災証明書の申請及び受領に関すること。 

年   月   日 

（委任者の住所）                    

（委任者の氏名）                    印 

 

 

 

本人であることを示す書類 

□ 健康保険証（社保・国保・共済）   □ 旅券 

□ 介護保険証             □ 住民基本台帳カード 

□ 年金手帳              □ その他（     ） 

□ 免許証 
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様 
 

式 

 

様式２７ 

罹災届出証明申請書 

  年  月  日 

 

今 治 市 長 宛 

 

下記のとおり、罹災したことについて届出ますので証明願います。  

 

（表面） 

申請者 

住所 

電話 

氏名
ふりがな

              ㊞ 

罹災の状況 

罹災年月日  

罹災場所 今治市 

罹災物件  

罹災の原因 

および罹災概況 
 

添付書類 
（内容に応じて

提出） 

□  被害の状況がわかる写真 

□ 被害を受けた物件の位置図および配置図 
 
＊罹災からおおむね１か月を経過し、写真で状況判定ができない場合 

□ 自治会長の「現認書」 □ 業者の見積書等 

 

（以下、市記入欄） 

---------------------------------------------------------------------------------- 

罹災届出証明書 
 

上記のとおり、罹災の届出があったことを証明します。 

 

第   号 

 

   年   月   日 

今 治 市 長   

 
（注意事項） 

１ この証明書は、罹災の状況を市に届け出たという行為を証明するものです。 

２ この証明書は、民事上の権利義務関係に効力を有するものではありません。 

３ この証明書は、原則として１件１枚の発行になりますので、大切に保管してください。 



 

 

 

611 

 

様 
 

式 

 

（裏面） 

《記入上の留意点》 

・ 申請者は、申請時に本人であることが確認できるものを提示し、「申請者」欄に住所、 

氏名（法人の場合は、法人名及び代表者氏名）、電話番号を記入してください。 

代理人の場合は、下記の委任状を記入し、上記「申請者」欄に住所、氏名（法人の場 

合は、法人名及び代表者氏名）、連絡先を記入してください。 

ただし、代理人が申請者の配偶者、同居の親族若しくは血族二親等以内の者である場 

合においては、下記の委任状は不要です。 

 

委 任 状 

私は、（代理人の住所）                           

（代理人の氏名又は法人名及び代表者氏名）               

 

を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

罹災届出証明書の申請及び受領に関すること。 

年   月   日 

（委任者の住所）                       

（委任者の氏名）                      印 

 

本人であることを示す書類 

□ 健康保険証（社保・国保・共済）   □ 旅券 

□ 介護保険証             □ 住民基本台帳カード 

□ 年金手帳              □ その他（     ） 

□ 免許証 
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様式２８ 

罹災届出証明書発行台帳 

 
被災証明 

証明番号 
申請者氏名 

申請者 

通称名 
申請者住所 

申請者住所 

（建物名） 

被災 

年月日 
被災の原因 被災住所 

被災住所 

（建物名） 
被災内容 備考 所属 

ユーザ 

ID 

処理

日時 

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           

号                           
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様 
 

式 

様式２９ 

義援金・義援物資領収書 

 

義 援 金 領 収 書 

 

No.     

 

        様 

 

 

 

金額    ￥     

 

以上のとおり受領いたしました。 

 

      年    月    日 

 

今治市災害対策本部長 

今治市長      印 

 
 

 

義 援 物 資 受 領 書 

 

No.     

 

        様 

 

義援物資名 

品  名 数  量 

  

  

  

 

 

以上のとおり受領いたしました。 

 

      年    月    日 

 

今治市災害対策本部長 

今治市長      印 
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様式３０ 

水防活動実施報告書 

 

令和   年   月   日 

作成責任者 

出 水 の 

概  況 

         川  警戒水位     ｍ 

            雨  量     mm 

水 防 

実施箇所 

         川  左岸     地先          ｍ 

            右岸 

日 時  自   月   日   時     至   月   日   時 

出 動 

人 員 

水防団員 消防団員 その他 合 計 

人 人 人 人 

水防作業 

の 概 況 

及び工法 

工  法 

 

 

 

 

 

 

効  果 

及  び 

被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

使 用 

資器材 

土のう  

居 住 者 の 

出 動 状 況 

 

シート  

ロープ  

木 杭  

水防関係者の 

死    傷 
 鉄 杭  

その他  

備  考 

 

 

 

（注）水防を行った箇所ごとに作成すること。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県報告様式 
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様 
 

式 

災害情報報告 
 

災害報告は、県における災害応急対策を決定し、災害復旧を行うための基礎となるものであ

るから迅速かつ的確でなければならないので、これに対応するための災害情報報告計画は、次

のとおり定めるものとする。 

 

１ 報告すべき災害の範囲 

報告すべき災害の範囲は、災害対策基本法第２条第１号規定により定められた災害とする。 

 

２ 報告責任者 

県関係機関の長及び市町長は、災害報告のためあらかじめ報告責任者を指定しておくもの

とする。 

 

３ 報告の方法 

報告は次の方法により行うものとする。ただし、これらの通信方法がいずれも不通の場合

は、通信可能地域まで伝令により報告する等あらゆる手段をつくして報告しなければならな

い。 

(1) 県防災情報システム（地上系・衛星系） 

(2) 電 話 

(3) 災害情報システム 

(4) インターネット 

 

４ 報告の内容と時期 

(1) 発生報告 

初期的なもので、被害の有無及び程度の概況についての報告とし、市町及び県機関並び

に防災関係機関が災害を覚知したとき直ちに即報するものとする。 

なお、報告にあたっては、迅速を旨とし、概況を様式１に示す事項について報告するこ

ととし、特に人及び家屋被害を優先して報告する。 

(2) 中間報告 

被害状況が判明次第、逐次報告するもので、様式２に定める事項について、判明した事

項から逐次報告し、即報が２報以上にわたるときは先報との関連を十分保持するため一連

番号を付して、報告時限を明らかにするものとする。 

なお、報告にあたっては、警察署等と緊密な連絡をとりながら行うものとする。 

(3) 最終報告 

被害確定報告であるので、正確な調査結果を災害応急対策終了後10 日以内に、様式２に

より行うものとする。 

(4) その他即報事項 

次に掲げる事項が発生した場合、市町等は直ちに報告するものとする。 

ア 市町災害対策本部（水防本部等を含む）を設置又は解散したとき。 

イ 市町長が自ら災害に関する警報を発したとき。 

ウ 避難の勧告、指示を行ったとき。 

 

５ 災害情報の収集及び報告 

(1) 発見者の通報義務 

災害の発生又は災害の発生が予測される異状現象を発見した者は、市町長又は警察官若

しくは海上保安官に通報するものとする。 

(2) 市町 

ア 被害情報の収集は、関係機関、諸団体及び住民組織等に応援を求めて実施する。 

特に、初期の情報は区長、組長等を通じ直ちに市町長に通報されるよう市町地域防災

計画において体制を整えておくものとする。 

イ 災害が発生したときは、直ちに災害調査班を編成するなどして、情報収集にあたるも

のとする。 

ウ 被害が甚大な市町において情報の収集及び状況調査が不可能なとき、又は調査に専門



 

 

616 

様 
 

式 

 

的な技術を必要とするときは、県又は関係機関の応援を求めて実施するものとする。 

エ 情報の収集、調査については、警察、県機関及び関係機関と充分連絡をとるものとす

る。 

オ 市町は、収集した情報を、前述の４の(1)、(2)及び(3)の段階に応じて、所定の様式１

又は様式２により、県支部に対して報告するものとする。 

なお、報告にあたっての被害認定基準については、別表の基準によるものとする。 

(3) 県支部 

ア 支部長は災害の発生を覚知したときは、各班長を通じて積極的に情報収集にあたらせ

るものとし、必要に応じ、調査班を編成する等、総合的な被害調査に努めるものとする。 

イ 支部長は、管内市町から情報収集及び状況調査について応援を求められたときは速や

かに職員を派遣して、応援協力するものとする。 

ウ 支部長は、管内市町長からの災害即報を様式２によりとりまとめ、迅速に県本部に対

し報告するものとする。 

(4) 県災害対策本部 

ア 各対策部総括班長は、部内各班で収集した情報を、様式２にとりまとめ、事務局に通

知するものとする。また必要に応じて、収集した情報を各班に関係する指定地方行政機

関に通報するものとする。 

イ 本部事務局は、各対策部、各支部及び関係機関からの情報をとりまとめ、本部長、各

対策部及び関係機関に対し、逐次報告又は通報するものとする。 

ウ 本部事務局は、収集した災害情報を、災害対策基本法第５３条第２項の規定に基づき、

別紙様式２の(1)により、逐次、内閣府（中央防災会議）及び消防庁に対して報告するも

のとする。 

(5) 防災関係機関 

防災関係機関は、それぞれの防災業務計画に定めるところにより、災害情報を状況に応

じ県及びその他の関係機関に対し通報するものとする。 

特に、運輸、通信、電力、ガス等の事業者は、運行不能、不通、供給停止等の事態が発

生したとき又は応急復旧したとき、県災害対策本部事務局へ通報するものとする。 
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式 

様式P１ 
災害発生報告 

様式１ 

災 害 発 生 報 告 

                                                                    市（町村） 

                                             受信時刻      月    日    時    分 

                                             発 信 者                  

                                             受 信 者                   
 

 １ 災害発生の日時        年     月     日     時     分 

 ２ 災害発生場所        

 ３ 災害発生原因        

４ 

災 

害 

の 

概 

況 

(1) 

状 

況 

 

 

 

(2) 

死 

傷 

者 

氏   名 年 令 職 業 住    所 備    考 

     

 

 

(3) 

被 

害 

家 

屋 

世帯主 年 令 職 業 所 在 地 被害状況 

     

５ 

災
害
に
対
し
と
ら
れ
た
措
置 

 (1) 主な措置  

(2) 

避 

難 

状 

況 

地 区 名 世帯数 人 員 避 難 先 命令､勧告､自主の別､その他 

     

(3) 消防機関の活動状況 

       ア 出動人員  消防職員    名、消防団員    名、計    名 

       イ 主な活動内容（使用した機材を含む） 
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様式P２ 
中間報告・最終報告(共用) 

様式２の(1) 

中間報告・最終報告（共用） 

発信機関 区    分 被害 区    分 被害 

報 告      第       報 

番 号    （  月  日 時現在） 

そ 

 

の 

 

他 

11 

田 

(1) 流失、埋没 ha  34  公立文教施設        千円  

報告者名 (2) 冠   水 ha  35  農林水産業施設 千円  

受領者名 12 

畑 

(1) 流失、埋没 ha  36  公共土木施設        千円  

区     分 
被 

害 
(2) 冠   水 ha  37  その他の公共施設 千円  

  
人 

的 

被 

害 

１(1)死   者 人  13  学 校 箇所  38  小     計 千円  

 (2)うち 

災害関連死者 人  14  病    院 箇所  39 公共施設被害市町数 団体  

２  行 方 不 明 者       人  15  道    路 箇所  

そ 
 
 
 

の 
 
 

他 

40  農 産 被 害      千円  

３ 負傷者 
(1)重傷 人  16  橋 り ょ う       箇所  41  林 産 被 害      千円  

(2)軽傷 人  17  河    川 箇所  42  畜 産 被 害      千円  

住 

 

家 

 

被 

 

害 

４ 全    壊 

棟  18  港    湾 箇所  43  水 産 被 害      千円  

世帯  19  砂    防 箇所  44  商 工 被 害      千円  

人  20  清 掃 施 設       箇所     

５  半    壊 

棟  21  崖 く ず れ       箇所     

世帯  22  鉄 道 不 通       箇所  45  そ の 他      千円  

人  23  被 害 船 舶       隻  46  被 害 総 額        千円  

６ 一 部 破 損       

棟  24  水    道 戸  人的被害者の住所氏名 

世帯  25  電    話 回線   

人  26  電    気 戸  

７ 床 上 浸 水       

棟  27  ガ    ス 戸  

世帯  28  ブロック塀等 箇所  

人     今後の見とおし 

８ 床 下 浸 水       

棟   29 り 災 世 帯 数         世帯  

世帯   30 り 災 者 数         人  消防機関の活動状況 

人   火 
 災 
 発 

 生 

31  建        物 件  

非 
住 
家 

９  公 共 建 物       棟  32  危 険 物       件  

10  そ の 他       棟  33  そ の 他       件  
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災 害 名  

発 生 年 月 日  

発 生 場 所  

 災 
 害 
 の 
 概 
 況 

 

47 市町災害対策 

  本部の設置状況 
 

48 災害救助法の        

  適 用 状 況        
 

避 
難 
状 
況 

 

応急措置及び 

救助活動の状況 

 

 出 動 状 況 

49  消 防 団           人 51  警 察 官           人 53  自 衛 隊           人 

50  消 防 吏 員           人 52  その他の応援者     人          計     人 

文教施設・公共建物の名称、被害程度 不 通 道 路 橋 り ょ う 名              
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様式P３ 
被害状況内訳表 

 

様式２の(２) 

被害状況内訳表 

区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

一 

 

 

 

 

般 

 

 

 

 

被 

 

 

 

 

害 

人 

的 

被 

害 

死 者 1            人   

 うち災害関連死者 2    

行 方 不 明 3            人   

負 傷 者 

重 傷 4            人   

軽 傷 5            人   

小 計 6            人   

住 

 

家 

 

被 

 

害 

全   壊 

棟 数 7            棟   

世 帯 8 世帯   

人 員 9 人   

半   壊 

棟 数 10            棟   

世 帯 11 世帯   

人 員 12 人   

一部破損 

棟 数 13            棟   

世 帯 14 世帯   

人 員 15 人   

床上浸水 

棟 数 16            棟   

世 帯 17 世帯   

人 員 18 人   

床下浸水 

棟 数 19            棟   

世 帯 20 世帯   

人 員 21            人   

非住家
被害 全 壊 及 び 半 壊 22            棟   

り災 
世帯 

り 災 世 帯 23          世帯   

り 災 者 24            人   

県 
 

有 
 

施 
 

設 

他の項目

に掲げる

ものを除

く 

庁 舎 等 25       箇所   

その他の行政財産 26       箇所   

普 通 財 産 27       箇所   

県 立 大 学 28       箇所   

そ の 他 29       箇所   

小   計 30       箇所   

市 
町 
村 
有 
施 
設 

他の項目

に掲げる

ものを除

く 

庁 舎 等 31       箇所   

その他の行政財産 32       箇所   

普 通 財 産 33       箇所   

そ の 他 34       箇所   

小   計 35       箇所   
  



 

621 

 

様 
 

式 

区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

厚 
 
 
 
生 
 
 
 
関 
 
 
 
係 
 
 
 
被 
 
 
 
害 

社 
 
会 
 
福 
 
祉 
 
施 
 
設 

生 活 保 護 施 設 36       箇所   

身 障 更 生 保 護 施 設 37       箇所   

老 人 福 祉 施 設 38       箇所   

児 童 福 祉 施 設 39       箇所   

婦 人 保 護 施 設 40       箇所   

そ の 他 41       箇所   

小   計 42       箇所   

医 
 
療 
 
施 
 
設 

伝 染 病 棟 43 棟   

伝 染 病 舎 44 棟   

公 的 病 院 45       箇所   

私 的 病 院 46       箇所   

そ の 他 47       箇所   

小   計 48    

環 
境 
衛 
生 
施 
設 

水 道 施 設 49       箇所   

下 水 道 施 設 50       箇所 
 
 

 

清 掃 施 設 51       箇所   

そ の 他 52       箇所   

小   計 53       箇所   

計 54    

商 
 
工 
 
労 
 
働 
 
関 
 
係 
 
被 
 
害 

中 
 
小 
 
企 
 
業 

建物(住宅部分を除く) 55 棟   

機 械 設 備 56       箇所   

商品、原材料、仕掛品 57       箇所   

そ の 他 58       箇所   

小   計 59    

鉱 
 
工 
 
業 

建 物 60       箇所   

機 械 設 備 61       箇所   

商品、原材料、仕掛品 62       箇所   

そ の 他 63       箇所   

小   計 64       箇所   

観 
光 
施 
設 

ホ テ ル ・ 旅 館 65       箇所  
 

 

観 光 施 設 66       箇所   

そ の 他 67       箇所   

小   計 68       箇所   

計 69    
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区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

農 

 

 

 

林 

 

 

 

関 

 

 

 

係 

 

 

 

被 

 

 

 

害 

施 

 

 

 

設 

 

 

 

関 

 

 

 

係 

共 

同 

利 

用 

施 

設 

畜 産 関 係 70       箇所   

蚕 糸 関 係 71       箇所   

園 芸 関 係 72       箇所   

入 植 関 係 73       箇所   

そ の 他 74       箇所   

小  計 75       箇所   

非 
共 
同 
利 
用 
施 
設 

畜 産 関 係 76       箇所   

蚕 糸 関 係 77       箇所   

園 芸 関 係 78       箇所   

入 植 関 係 79       箇所   

そ の 他 80       箇所   

小  計 81       箇所   

牧 野 地 82            ha   

牧 野 施 設 83    

果樹、桑樹、茶樹の樹体被害 84            ha   

地 
方 
公 
共 
団 
体 
等 
の 
施 
設 

畜 産 関 係 85       箇所   

蚕 糸 関 係 86       箇所   

園 芸 関 係 87       箇所   

入 植 関 係 88       箇所   

そ の 他 89       箇所   

小  計 90       箇所   

計 91    

農 
 
畜 
 
産 
 
物 
 
等 

農 
 
畜 
 
産 
 
物 
 
関 
 
係 

水 陸 稲 92     ha   t   

麦 類 93     ha   t   

野 菜 94     ha   t   

果 樹 95     ha   t   

園 芸 作 物 96     ha   t   

茶 97     ha   t   

桑 98     ha   t   

飼 料 作 物 99     ha   t   

そ の 他 100     ha   t   

小  計 101     ha   t   
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区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

農 
 
 
 
 
 
 
 
 
林 
 
 
 
 
 
 
 
 
関 
 
 
 
 
 
 
 
 
係 
 
 
 
 
 
 
 
 
被 
 
 
 
 
 
 
 
 
害 

農 
 
畜 
 
産 
 
物 
 
等 

家 
 
 

畜 
 
 

等 

家 畜 102    

畜 産 物 103    

繭 104    

そ の 他 105    

小  計 106    

貯 蔵 物 、 加 工 品 107    

計 108    

水 
 
 
 
産 
 
 
 
関 
 
 
 
係 

漁 港 109       箇所   

漁 船 110            隻   

船 具 111            件   

共 同 利 用 施 設 112       箇所   

非 共 同 利 用 施 設 113       箇所   

養 殖 施 設 114       箇所   

養 殖 物 115       箇所   

魚協（連合会）在庫物 116    

そ の 他 117    

計 118    

耕 
 
 
 
 
 
地 
 
 
 
 
 
関 
 
 
 
 
 
係 

農 
 
 
 
 

地 

 田 

流 失 埋 没 119            ha   

冠 水 120            ha   

小  計 121            ha   

 畑 

流 失 埋 没 122            ha   

冠 水 123            ha   

小  計 124            ha   

農 
 
 

業 
 
 

用 
 
 

施 
 
 

設 

た め 池 125       箇所   

頭 首 工 126       箇所   

水 路 127       箇所   

堤 と う 128       箇所   

道 路 129       箇所   

橋 り ょ う 130       箇所   

揚 水 機 131       箇所   

そ の 他 132       箇所   

    小  計 133       箇所   

計 134    
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区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

農 
 
 
 
林 
 
 
 
関 
 
 
 
係 
 
 
 
被 
 
 
 
害 

林 
 
 
 
 
業 
 
 
 
 
関 
 
 
 
 
係 

山 地 崩 壊 135            ha   

林 
 
道 

道 路 136       箇所   

橋      架 137       箇所   

    小  計 138              ㎡   

林 
 
 
産 
 
 
物 

木 材 139      ㎡   

立 木 140            ha   

木 炭 141            kg   

薪 142            kg   

そ の 他 143    

    小  計 144    

一 般 林 道 施 設 145       箇所   

木 炭 施 設 146       箇所   

そ の 他 147    

計 148    

合              計 149    

土 
 
 
 
木 
 
 
 
関 
 
 
 
係 
 
 
 
被 
 
 
 
害 

国 
 
 
 
庫 
 
 
 
負 
 
 
 
担 
 
 
 
工 
 
 
 
事 

県 
 
 
工 
 
 
事 

河 川 150       箇所   

砂 防 151       箇所   

道 路 152       箇所   

橋 り ょ う 153       箇所   

港 湾 154       箇所   

漁 港 155       箇所   

    小  計 156       箇所   

市 
 
町 
 
村 
 
工 
 
事 

河 川 157       箇所   

砂 防 158       箇所   

道 路 159       箇所   

橋 り ょ う 160       箇所   

港 湾 161       箇所   

漁 港 162       箇所   

    小  計 163       箇所   

単
独
工
事 

県 
工 
事 

河 川 164       箇所   

砂 防 165       箇所   

道 路 166       箇所   
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区     分 符号 被 害 量 被害額(千円) 備  考 

土 
 
木 
 
関 
 
係 
 
被 
 
害 

単 

独 

工 

事 

県 
 

工 
 

事 

橋 り ょ う 167       箇所   

港 湾 168       箇所   

漁 港 169       箇所   

小  計 170       箇所   

一 般 都 市 施 設 171       箇所   

そ の 他 172       箇所   

計 173       箇所   

 
 
 
 
教 
 
 
 
関 
 
 
 
係 
 
 
 
被 
 
 
 
害 

学 
 
 
校 
 
 
関 
 
 
係 

幼 稚 園 174           件   

小 学 校 175            校   

中 学 校 176            校   

高 等 学 校 177            校   

そ の 他 の 学 校 178            校   

小   計 179    

社会 

教育

施設 

公 民 館 180       箇所   

そ の 他 181       箇所   

小   計 182       箇所   

文 
 
化 
 
財 
 
関 
 
係 

国 宝 183            件   

重 文 184            件   

県 指 定 文 化 財 185            件   

史 跡 名 勝 186       箇所   

天 然 記 念 物 187       箇所   

小   計 188    

計 189    

総   合   計 190    
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愛媛県救援物資供給 

マニュアル様式 
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様式B１ 

物資要請/発注票 
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様式B２ 

物資輸送依頼票 
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様式B３ 

物資出荷連絡票 
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様式B４ 

物資要請管理表 
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様式B５ 

物資保管状況管理表 
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様式B６ 

物資ラベル 
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様式B７ 

品目分類表 
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火災・災害等即報要領様式 
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火災・災害等即報要領 
 

昭和59年10月15日 

消防災第267号消防庁長官 

 

改正 平成6年12月消防災第279号、平成7年4月消防災第83号、 

平成8年4月消防災第59号、平成9年3月消防情第51号、 

平成12年11月消防災第98号・消防情第125号、平成15年 

3月消防災第78号・消防情第56号､平成16年9月消防震第66 

号､平成20年5月消防応第69号、平成20年9月消防応第166 

号､平成24年5月消防応第111号、平成29年2月消防応第11 

号､平成31年4月消防応第28号、令和元年6月消防応第12号、 

令和3年5月消防応29号 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

この要領は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第４０条の規定に基づき消防庁長官が

求める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法を定

めるものとする。 

（参考） 

消防組織法第４０条 

消防庁長官は、都道府県又は市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法により消

防統計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 

 

２ 火災・災害等の定義 

「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火災報

告取扱要領（平成6年4月21日付け消防災第100号）」、「災害報告取扱要領（昭和45年4月10日

付け消防防第246号）」、「救急事故等報告要領（平成6年10月17日付け消防救第158号）」の定

めるところによる。 

 

３ 報告手続 

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。）が発生し

た場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を処理

する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組合又は広域連

合を含む。以下第１から第３までにおいて同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県を通

じて行うものとする。 

ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地域

の属する市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救助活

動、事故の処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主として応急

措置を行った市町村又はこれらの火災等があったことについて報告を受けた市町村が都道

府県を通じて行うものとする。 

(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害が発生するおそれが著しく大き

い場合を含む。以下同じ。）には、当該災害が発生し、又はそのおそれがある地域の属する

市町村は、災害に関する即報について都道府県に報告をするものとする。 

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村か

らの報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について消防庁

に報告をするものとする。 

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第１報

を都道府県に加え、消防庁に対しても報告をするものとする。この場合において、消防庁

長官から要請があった場合については、市町村は、第１報後の報告を引き続き消防庁に対

しても行うものとする。 
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(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を最優先として可能な限

り早く（原則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲でその第１報の報告をするものとし、

以後、各即報様式に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告をするものと

する。都道府県は、市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うととも

に、市町村からの報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防庁に対して報告

を行うものとする。 

 

４ 報告方法及び様式 

火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に応じた様式により、電子メール

で報告をするものとする。 

ただし、電子メールが使用不能になるなど当該方法による報告ができない場合には、迅速

性を最優先とし、電話等通信可能な方法による報告に代えることができるものとする。 

また、第１報後の報告については、各様式で報告が求められている項目が記載された既存

資料（地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資料など）によ

る報告に代えることができるものとする。 

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)により被害状況等の画像情報の

送信を行うものとする。 

(1) 様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、

原子力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様式、特定の事故については第２

号様式により報告をすること。 

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号様式 

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対象とす

る。なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等につ

いては、第３号様式による報告を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に

求められたものについては、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア 火災等

即報、イ 救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に

求められたものについては、この限りではない。 

(2) 画像情報の送信 

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共団体

（応援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したときは、

高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用いて速やかに被害

状況等の画像情報を送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等 

ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等 

（テレビのニュース速報のテロップ又はテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニュース

にて報道される火災・災害等をいう。以下同じ。） 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

 

５ 報告に際しての留意事項 

(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」又は「第３ 直接即報基準」に該当する火災・

災害等か判断に迷う場合には、できる限り広く報告をするものとする。 

(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難な火

災・災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収集に

特に配意し、迅速な報告に努めるものとする。 

また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内の市町村が報告を行うことが十

分にできないと判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプター等の機
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材や各種通信手段の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の把握に努める

ものとする。 

(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等関係機関と密接

な連携を保つものとする。 

特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、都道府県が一元的に集約、調整

を行うものとする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数について

積極的に収集し、当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・突合・精査を

行い、直ちに消防庁へ報告をするものとする。 

(4) 市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防庁に

変更するものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都

道府県に報告をするものとする。 

(5) 上記(1)から(4)にかかわらず、災害等により消防機関への通報が殺到した場合には、市

町村はその状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。 

 

第２ 即報基準 

火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれが

ある場合を含む。）等について報告をすること。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞ

れ各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報

告をすること。 

ア 火災 

(ア) 建物火災 

a 特定防火対象物で死者の発生した火災 

b 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利用者等

が避難したもの 

c 大使館・領事館及び国指定重要文化財の火災 

d 特定違反対象物の火災 

e 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

f 他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況等から勘案して概ね１０棟以上になる

見込みの火災 

g 損害額１億円以上と推定される火災 

(イ) 林野火災 

a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

b 空中消火を要請又は実施したもの 

c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

(ウ) 交通機関の火災 

a 航空機火災 

b タンカー火災 

c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

d トンネル内車両火災 

e 列車火災 

(エ) その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

（例示） 

・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 
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イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

(ア) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又

は爆発事故 

(イ) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

(ウ) 特定事業所内の火災（（ア)以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を

貯蔵し、又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石

油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

(ア) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

(イ) 負傷者が５名以上発生したもの 

(ウ) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害を及

ぼしたもの 

(エ) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

(オ) 海上、河川への危険物等流出事故 

(カ) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う火災・危険物等の漏えい事故 

エ 原子力災害等 

(ア) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏え

いがあったもの 

(イ) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中

に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

(ウ) 原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第１０条の規定により、原子力

事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあったもの 

(エ) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏え

いがあったもの 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認

められるもの 

カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に大きく取

り上げられる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

２ 救急・救助事故即報 

救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）につ

いて報告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 

(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故 

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げら

れる等社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点での

報告を含む。） 

（例示） 

・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・ バスの転落による救急・救助事故 

・ ハイジャックによる救急・救助事故 

・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発生した救
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急・救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域において同様

の事案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき救急・救助事故 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場合を

含む。）について報告をすること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号。

以下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直

接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は

物的災害 

(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力攻

撃に準ずる攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質

の放出その他の人的又は物的災害 

 

４ 災害即報 

災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）につ

いて報告をすること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので一の都道府県における被害は軽微であっても、

全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第１３条の２に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表され

たもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める

個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。 

ア 地震 

(ア) 当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

イ 津波 

(ア) 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

(ア) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(イ) 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生

じたもの 

(ウ) 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

(ア) 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(イ) 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

(ア) 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

(イ) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1) 一般基準、(2) 個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に大きく取り上げ

られる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

第３ 直接即報基準 

市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当するお

それがある場合を含む。）については、直接消防庁に報告をするものとする。 
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１ 火災等即報 

(1) 交通機関の火災 

第２の１の(2）のアの(ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

第２の１の(2)のイの(ア)、(イ)に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故（(2)の石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア 第２の１の（2）のウの(ア)、(イ)に同じ。 

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は周

辺で、５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するも

の  

(ア) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

(イ) ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民の避

難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

(4) 原子力災害等 

第２の１の(2)のエに同じ。 

(5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

(6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高い

もの（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

 

２ 救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

(2) バスの転落等による救急・救助事故 

(3) ハイジャックによる救急・救助事故 

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

第２の３の(1)、(2)に同じ。 

 

４ 災害即報 

(1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わ

ない。） 

(2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 

 

第４ 記入要領 

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞれ

の報告要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）の定める

ところによる。 

 

＜火災等即報＞ 

１ 第１号様式（火災） 

(1) 火災種別 

「火災種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 消防活動状況 

当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請及び

消防機関による応援活動の状況についても記入すること。 

(3) 救急・救助活動状況 

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入する

こと（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。 
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(4) 災害対策本部等の設置状況 

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策

本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入すること。 

ア 死者３人以上生じた火災 

(ア) 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

a 建物等の用途、構造及び周囲の状況 

b 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状況並びに

予防査察の経過 

(イ) 火災の状況 

a 発見及び通報の状況 

b 避難の状況 

イ 建物火災で個別基準のe、f又はgのいずれかに該当する火災 

(ア) 発見及び通報の状況 

(イ) 延焼拡大の理由 

a 消防事情 

b 都市構成 

c 気象条件 

d その他 

(ウ) 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

(エ) り災者の避難保護の状況 

(オ) 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。） 

ウ 林野火災 

(ア) 火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

※ 必要に応じて図面を添付する。 

(イ) 林野の植生 

(ウ) 自衛隊の派遣要請、出動状況 

(エ) 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

エ 交通機関の火災 

(ア) 車両、船舶、航空機等の概要 

(イ) 焼損状況、焼損程度 

 

２ 第２号様式（特定の事故） 

(1) 事故名（表頭）及び事故種別 

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲む

こと。 

(2) 事業所名 

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記入するこ

と。 

(3) 特別防災区域 

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和50年法律第84号。以下この項にお

いて「法」という。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、当該地区

名を記入すること。また、法第２条第４号に規定する第一種事業所にあっては、「レイアウ

ト第一種」、「第一種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二種事業所は「第二種」を、

その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。 

(4) 覚知日時及び発見日時 

「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者が当該事

故を発見した日時を記入すること。 

(5) 物質の区分及び物質名 

事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学名を記

入すること。なお、当該物質が消防法（昭和23年法律第186号）で定める危険物である場合

には、危険物の類別及び品名について記入すること。 
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(6) 施設の区分 

欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(7) 施設の概要 

「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のように記入す

ること。なお、当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分（製造所等の

別）についても記入すること。 

(8) 事故の概要 

事故発生に至る経緯、態様、被害の状況等を記入すること。 

(9) 消防防災活動状況及び救急救助活動状況 

防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の応急対

策の状況を記入すること。また、他の消防機関等への応援要請及び消防機関等による応援

活動の状況についても記入すること。 

(10) 災害対策本部等の設置状況 

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策

本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

(11) その他参考事項 

以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。 

（例） 

・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

(12) 原子力災害等の場合 

ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」に読み替

えること。 

イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、「汚染

者」に区分して記入すること。 

ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状況を記入

するとともに、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が定められている

場合には、当該通報の内容を併せて報告すること。 

 

＜救急・救助事故・武力攻撃災害等即報＞ 

３ 第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等） 

(1) 事故災害種別 

「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 事故等の概要 

「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。 

(3) 死傷者等 

ア 「死傷者等」には、急病人等を含む。 

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。 

(4) 救助活動の要否 

救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。 

(5) 要救護者数（見込） 

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者を含む。）で、未だ救

助されていない者の数を記入すること。 

また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。 

(6) 消防・救急・救助活動状況 

出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所属消防本

部名、隊の数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状況等活動の状況

について記入すること。 

(7) 災害対策本部等の設置状況 

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策

本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

(8) その他参考事項 

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。 
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（例） 

・ 都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

・ 避難指示の発令状況 

・ 避難所の設置状況 

・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

・ ＮＢＣ検知結果（剤の種類、濃度等） 

・ 被害の要因（人為的なもの） 

不審物（爆発物）の有無 

立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等） 

 

＜災害即報＞ 

４ 第４号様式 

(1) 第４号様式（その１）（災害概況即報） 

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合や災害の当初の段階で被

害状況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有無、火災、

津波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。 

ア 災害の概況 

(ア) 発生場所、発生日時 

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。 

(イ) 災害種別概況 

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流

等の概況 

b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況 

c 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況 

d 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況 

e その他これらに類する災害の概況 

イ 被害の状況 

当該災害により生じた被害の状況について、判明している人的被害及び住家の被害に

重点を置いて記入すること。 

１１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する災害にお

いて、市町村から消防庁に直接報告をする際に記入すること。 

なお、１１９番通報件数については、災害対応の初動段階において、災害の規模を推

察する上で重要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡について可能な限

り報告をすること。 

ウ 応急対策の状況 

(ア) 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等（以下「災害

対策本部等」という。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日時を記入すること。 

なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない場合

には、任意の様式を用いて報告をすること。 

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が設置

されるなど特記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

(イ) 消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、

消防組織法第39条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等をわ

かる範囲で記入すること。 

(ウ) 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。 

(エ) その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、他の地

方公共団体への応援要請等について記入すること。 

また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警

報の伝達、避難指示等の発令状況等の警戒・避難対策について記入すること。なお、避

難指示等の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。 

(2) 第４号様式（その２）（被害状況即報） 

管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段階に至った場合、本様式を用いる

こと。 
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様 
 

式 

 

ア 各被害欄 

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額につ

いては、省略することができる。 

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点における

断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 

イ 災害対策本部等の設置状況 

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対

策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

ウ 災害救助法適用市町村名 

市町村毎に、適用日時を記入すること。 

エ 災害の概況 

災害の概況欄には次の事項を記入すること。 

(ア) 災害の発生場所 

被害を生じた市町村名又は地域名 

(イ) 災害の発生日時 

被害を生じた日時又は期間 

(ウ) 災害の種類、概況 

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し

等  

オ 応急対策の状況 

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行った場

合にはその日時及び内容を記入すること。 

また、その他の欄については、避難所の設置状況、災害ボランティアの活動状況等を

記入すること。 
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式 

様式S１ 

火災・災害等即報要領（第１号様式） 
第１号様式（火災） 

                                   第      報 

 

 

 

 

 

 

 

                   消防庁受信者氏名            

※ 特定の事故を除く。 

報 告 日 時    年   月   日   時   分 

都 道 府 県  

市 町 村 

（消防本部名） 
 

報 告 者 名  

 
  

火 災 種 別  １ 建物   ２ 林野   ３ 車両   ４ 船舶   ５ 航空機   ６ その他 

出 火 場 所  

出 火 日 時 

（覚知日時） 

     月   日   時   分 

 （   月   日   時   分） 

（鎮圧日時） 

鎮 火 日 時 

   （   月   日   時   分） 

       月   日   時   分 

火元の業態・ 

用 途 

 事 業 所 名 

（代表者氏名） 

 

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）       人 

 

 

 

 

負傷者  重 症        人 

中等症        人 

軽 症        人 

死者の生じた 

理 由 

 

建 物 の 概 要 
構造                   建築面積                   ㎡ 

階層                   延べ面積                   ㎡ 

焼 損 程 度 
焼損 

棟数 

全 焼   棟 
半 焼   棟 
部分焼   棟 
ぼ や   棟 

計     棟 焼 損 面 積 

建物焼損床面積                      ㎡ 

建物焼損表面積                      ㎡ 

林野焼損面積             ha 

り 災 世 帯 数 世帯 気 象 状 況  

消防活動状況 

消防本部（署）                  台                   人 

消 防 団                  台                   人 

その他（消防防災ヘリコプター等）           台・機                   人 

救 急 ・ 救 助 

活 動 状 況 

 

災害対策本部等 

の 設 置 状 況 

 

その他参考事項 

（注） 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範囲で記載し

て報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告

すれば足りること。） 
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式 

 

様式S２ 

火災・災害等即報要領（第２号様式） 
第２号様式（特定の事故） 

                                   第      報 

 

 

１ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

２ 危険物等に係る事故 

３ 原子力災害 

４ その他特定の事故 

 

 

                   消防庁受信者氏名            

報 告 日 時    年   月   日   時   分 

都 道 府 県  

市 町 村 

（消防本部名） 
 

報 告 者 名  

 

事 故 種 別 １ 火災   ２ 爆発   ３ 漏えい   ４ その他（              ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名  特 別 防 災 区 域 

 

     レイアウト第一種、第一種、 
     第二種、その他 

発 生 日 時 

（覚知日時） 

     月   日   時   分 

 （   月   日   時   分） 

発 見 日 時         月   日   時   分  

鎮 火 日 時 

（ 処 理 完 了 ） 

        月   日   時   分  

    （   月   日   時   分） 

消防覚知方法  気 象 状 況  

物 資 の 区 分 
１ 危険物 ２ 指定可燃物 ３ 高圧ガス ４ 可燃性ガス 

５ 毒劇物 ６ ＲＩ等   ７ その他（             ) 
物  質  名  

施 設 の 区 分 １ 危険物施設   ２ 高危混在施設   ３ 高圧ガス施設   ４ その他（        ） 

施 設 の 概 要  
危 険 物 施 設 の 

区 分 
 

事 故 の 概 要  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）      人 

 

 

負傷者等            人（    人） 
重 症           人（    人） 
中等症           人（    人） 
軽 症           人（    人） 

 

 

消 防 防 災 

活 動 状 況 

及    び 

救 急 ・ 救 助 

活 動 状 況 

 

出 場 機 関 出 場 人 員 出 場 資 機 材 

事 

業 

所 

自 衛 防 災 組 織 人  

共 同 防 災 組 織 人  

そ   の   他 人  

消 防 本 部 （ 署 ） 
台 
人  

消 防 団 
台 
人  

消防防災ヘリコプター 
機 
人  

海 上 保 安 庁 人  

 

 
警戒区域の設定     月 日 時 分 自 衛 隊 人  

使用停止命令     月 日 時 分 そ の 他 人  

災害対策本部等 

の 設 置 状 況 
 

その他参考事項 

 

 

 

 （注） 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範囲で記載し

て報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告

すれば足りること。） 

事故名 
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様 
 

式 

様式S３ 

火災・災害等即報要領（第３号様式） 
第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等） 

                            第      報  

 

 

 

              消防庁受信者氏名            

報 告 日 時    年   月   日   時   分 

都 道 府 県  

市 町 村 

（消防本部名） 
 

報 告 者 名  

 
 

事 故 災 害 種 別 １ 救急事故  ２ 救助事故  ３ 武力攻撃災害  ４ 緊急対処事態における災害 

発 生 場 所 
 

発 生 日 時 

（ 覚 知 日 時 ） 

月   日   時   分 

（   月   日   時   分） 
覚知方法 

 

事 故 等 の 概 要 

 

死 傷 者 

死者（性別・年齢） 

 

                 計 人 

負傷者等              人（    人） 

 

          重 症      人（    人） 

            中等症      人（    人） 

            軽 症      人（    人） 不明         人 

救 助 活 動 の 要 否 

 

要救護者数（見込） 
 

救 助 人 員 
 

消 防 ･ 救 急 ･ 救 助 

活 動 状 況 

 
 
 
 
 
 

災 害 対 策 本 部 等 
の 設 置 状 況 

 

その他参考事項 

（注） 負傷者等欄の（ ）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。 
（注） 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範囲で記載

して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して
報告すれば足りること。） 
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式 

 

様式S４  

火災・災害等即報要領（第４号様式） 
第４号様式（その１） 
 
                                   

     （災害概況即報） 

 

                     消防庁受信者氏名         

 

災害名                 （第  報） 

報 告 日 時  年 日 時 分 

都 道 府 県  

市 町 村 

（消防本部名） 
 

報 告 者 名  

 
 

災 

害 

の 

概 

況 

 発生場所   発生日時     月   日   時   分 

 

 

被 

害 

の 

状 

況 

人的 

被害 

 死 者  人 
 重 傷  人 

住家 

被害 

 全  壊    棟 床上浸水   棟 

  
うち 

災害関連死  人  半  壊  棟 床下浸水  棟 

 軽 傷  人 
不 明  人 一部破損  棟 未分類  棟 

119番の件数 

応 

急 

対 

策 

の 

状 

況 

 災害対策本部等の 

 設 置 状 況 

 （都道府県）  （市町村） 

消 防 機 関 等 の 

活 動 状 況 

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本

部等について、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。） 

自 衛 隊 派 遣 

要 請 の 状 況 

 

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策 

 
（注） 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範囲で記載し

て報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告
すれば足りること。） 

（注）住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。 
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様 
 

式 

第４号様式（その１） 別紙 
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様 
 

式 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放送要請様式
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様 
 

式 

様式H１ 

災害対策基本法に基づく放送要請様式 
 

                            

受信者（所属）             発信者（所属）           

 

       （氏名）                （氏名）         

  

  件 名 「災害対策基本法第57条に基づく放送要請について」 

 

      年  月  日  時  災害対策本部発 第   号 

 

 

  １ 要請理由 

   (1) 避難指示、警報等の周知徹底を図るため 

   (2) 災害時の混乱を防止するため 

   (3) その他（                ） 

 

 

  ２ 放送事項 （別紙のとおり） 

   (1)  送出メディア 

     テレビ・ラジオ 

 

 

  ３ その他 

 貴局におかれましては放送日時等について、速やかに下記までご連絡下さい。  

 

 

    連絡先 

      （無線） 
 

      （有線） 
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別紙 放送事項 
 

 



 

655 

 

様 
 

式 

放送要請様式 
 
 

  日本放送協会松山放送局 

  南 海 放 送            

  テ レ ビ 愛 媛            報道・放送担当部長 様 

  エ フ エ ム 愛 媛            

  あ い テ レ ビ 

  愛 媛 朝 日 テ レ ビ            

 

 

                        発信者（今治市災害対策本部長） 

                         今治市長 

 

        年  月  日  時  分 

    今治市災害対策本部  発第     号 

 

 

 

  １ 要請理由 

   (1) 住民に警報等の周知徹底を図るため 

   (2) その他（                ） 

 

 

 

  ２ 放送希望日時   月  日  時  分 以降 

 

 

 

  ３ 放送内容 

 

 

 

 

  ４ その他 

       貴局におかれましては放送日時等について、速やかに下記までご連絡下さい。  

 

 

 

          連絡先 今治市災害対策本部（担当者 氏名       ） 

              ＴＥＬ 0898-32-5200 

              ＦＡＸ  0898-32-5211 
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式 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自衛隊派遣要請等様式 
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式 

様式J１ 

自衛隊の災害派遣要請要求について 
 

 

                               年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                          今治市長       印  

 

自衛隊の災害派遣要請要求について 

 

   災害を防除するため、下記のとおり自衛隊の派遣要請を要求します。 

 

記  

 

   １ 災害の状況及び派遣要請を要求する理由 

 

   ２ 派遣を必要とする期間 

 

   ３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

   ４ その他参考となるべき事項 

 

    (1) 連 絡 場 所           

 

    (2) 連絡責任者 

 

    (3) 気象状況等 

 

    (4) その他 
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様式J２ 

自衛隊の撤収要請要求について 
 

 

                               年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                         今治市長        印  

 

 自衛隊の撤収要請要求について 

 

   自衛隊の災害派遣を受けましたが、災害の応急もおおむね終了しましたから、  

  下記のとおり撤収要請を要求します。 

 

記  

 

   １ 撤収要請要求日時 

 

          年  月  日 

 

   ２ 派遣要請要求日時 

 

          年  月  日 

 

   ３ 撤収作業場所 

 

 

   ４ 撤収作業内容 
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様式J３ 

自衛隊航空機の派遣要請要求について 
 

 

                                年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                          今治市長       印  

 

 自衛隊航空機の派遣要請要求について 

 

   救急患者空輸のため、下記のとおり自衛隊航空機の派遣要請を要求します。 

 

記  

 

   １ 派遣要請の理由 

 

   ２ 派遣を要する日時 

 

   ３ 派遣を要する場所及び輸送場所 

 

   ４ 空輸を必要とする救急患者 

 

     氏 名        血液型        生年月日 

 

   ５ 同乗者（医師、親族） 

 

     氏 名        血液型        生年月日 

 

      〃          〃         〃         

 

   ６ その他 

     医療機材、特記事項等 
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様式J４ 

自衛隊航空機の撤収要請要求について 
 

 

                                年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                          今治市長       印  

 

 自衛隊航空機の撤収要請要求について 

 

         年 月 日 時 分 要請した航空機の出動については、目的地 

      （                  ）へ空輸できましたので、下記のとおり 

     撤収要請を要求します。 

 

記  

 

   １ 撤収要請要求日時 

 

 

        年  月  日 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上保安庁支援要請等様式 
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様式K１ 

海上保安庁に対する災害の支援要請について 
 

 

                               年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                          今治市長       印  

 

海上保安庁に対する災害の支援要請について 

 

   下記のとおり災害の支援を要請します。 

 

記  

 

   １ 災害の状況及び派遣を要請する理由 

 

   ２ 派遣を希望する期間 

 

   ３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

   ４ その他参考となるべき事項 

 

    (1) 連絡先 

 

    (2) 連絡責任者 

 

    (3) 気象状況等 

 

    (4) その他 
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災害救助法適用 
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様式R０ 

災害救助法適用報告様式 

 

 

                               年  月  日 

 

   愛 媛 県 知 事  様 

 

                          今治市長       印  

 

災害救助法の適用について（要請） 

  

このことについて、    年  月  日からの大雨により今治市において発生した 

災害について、下記のとおり災害救助法施行令第１条第１項第４号に基づく災害救助法の 

適用を申請します。 

 

記 

 

１ 適用市    今治市 

 

２ 適用の内容  災害救助法施行令第１条第１項第４号 

（多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受ける恐れが生じたこと。） 

  

３ 適用年月日      年  月  日 

 

４ 適用すべき理由 

 

５ 被害状況 

・死者、行方不明、負傷者、全壊、半壊、床上浸水、床下浸水、一部破損等の状況等 

 

６今治市の対応状況 

・災害対策本部設置日時、県に対する自衛隊派遣要請日時等 
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災害救助法適用報告様式 

 

        被 害 状 況 調           （    年  月  日現在） 
 

  法適用市町村名  
  
 被害の状況 

  
計 

  

 
 人 
 
 的 
  
 被 
  
 害 
 
  

 死 者            

 行 方 不 明 者            

  

 負 
  
 傷 
  

 重 傷          

 軽 傷          

 小 計          

 計    

  

 
  
 
 住 
 
  
 
  
 家 
  
 
  
  

  

 
 棟 
 
  
 
 数 
 
  

全壊・全焼又は流失   

半 壊 又 は 半 焼            

一 部 破 損            

床 上 浸 水            

床 下 浸 水            
  

  

 
  
 世 

全壊・全焼       
 

又 は 流 失       

 世帯   

 人員   

     の 
  
  
  
  
 被 
  
  
  
  
 害 
  
  
  
  

  
 帯 
  
 数 
  
 及 
  
 び 
  
 人 
  
 員 
  
  
  

  
半壊又は半焼       

  

 世帯   

 人員   

 

一 部 破 損       
 

 世帯   

 人員   

 

床 上 浸 水       
 

 世帯   

 人員   

 

床 下 浸 水       
 

 世帯   

 人員   

 災 害 発 生 年 月 日               
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様 
 

式 

様式R１ 

災害救助費概算額調（様式１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式1

○○県〔市〕

単価 金額 備　　考

Ⅰ 円 円

1

延人

延人

延人

延人

延人

延人

延人

延人

延人

延人

世帯

世帯

世帯

世帯

（4） 延人

（5）

全 壊 （ 焼 ） 流 出 世帯

半壊（ 焼 ） ・ 床 上 浸水 世帯

計 世帯

医 療 延人

助 産 延人

計 延人

(8) 人
自力又はﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによる施

工
世帯

建設団体企業等による施工 世帯

計 世帯

半 壊 （ 焼 ） 以 上 世帯

準 半 壊 世帯

計 世帯

（11） 世帯

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

人

大 人 体

小 人 体

計 体

(14) 体

体

体

体

体

(16) 世帯

(17)

(18)

(19) 人

(20) 人

2 人

3 件

4 件

5

Ⅱ

1

2

3

Ⅲ

そ の 他 ( ）

(1）

お そ れ
段 階 に
お け る
避 難 所
設 置 費

避 難 所

福 祉 避 難 所

ホ テ ル ・ 旅 館 等

そ の 他 ( ）

計

災　害　救　助　費　概　算　額　調

（　災　害　名　）

種　目　別　区　分 員数

救 助 業 務 に 要 し た 経 費

救助費

(2)
避 難 所
設 置 費

避 難 所

福 祉 避 難 所

ホ テ ル ・ 旅 館 等

計

炊 出 し そ の 他 に よ る 食 品 給 与 費

応急修理期間中の仮設住宅の使用

飲 料 水 供 給 費

（6）

(3)
応急仮設
住 宅
設 置 費

建 設 型 応 急 住 宅

賃 貸 型 応 急 住 宅

計

被服、寝具、その
他

生 活 必 需 品 の
給 （ 貸 ） 与 費

（7）

被 災 者 の 救 出 費

生 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 与 費

（12）
学 用 品
の 給 与

小 学 校
児 童

中 学 校
生 徒

高等学
校等生

徒
計

（10）

（9）

医療 及び 助 産費

住宅の被害拡大を
防

止する緊急措置費
（ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ展張費）

日常生活に必要な
部 分 の 修 理 費
（住宅の応急修理費）

(13)

死 体 の 捜 索 費

(15)
死 体 の
処 理 費

洗 浄 、 縫 合 、 消 毒 等

一 時 保 存

検 案

計

埋 葬 費

障 害 物 の 除 去 費

輸 送 費

賃 金 職 員 等 雇 上 費

お そ れ 段 階 に お け る 輸 送 費

おそ れ段 階 にお ける 賃 金 職 員 等 雇 上費

実 費 弁 償

扶 助 金

損 失 補 償

法 第 19 条 の 補 償

救 助 事 務 に 要 し た 経 費

(合　　　　 　　　　計)

都 道 府 県 事 務 費

市 町 村 事 務 費

法 第 ２ ０ 条 第 1 項 の 求 償 に 係 る 事 務 費

災害ボランティアセンターの設置・運営に係る委託費
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様 
 

式 

 

様式R３－１ 

おそれ段階における避難所設置及び避難生活状況（様式３－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－１

市町村名

品名 数量
　月　日～　月
日 人

計

（注）１　　「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル･旅館等、その他の施設の別に記入すること。
　　　２　　その他の施設とは、在宅避難、車中泊などの避難所、福祉避難所、ホテル･旅館などに該当
　　　　　しないものである。
　　　３　　物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。
　　　４　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

おそれ段階における避難所設置及び避難生活状況

避難所の名称 種別 開設期間 延人員
物品使用状況

実支出額 備考

 月 日～ 月 日 
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様 
 

式 

様式R３－２ 

避難所設置及び避難生活状況（様式３－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－２

市町村名

品名 数量
　月　日～　月
日 人

計

（注）１　　「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル･旅館等、その他の施設の別に記入すること。
　　　２　　その他の施設とは、在宅避難、車中泊などの避難所、福祉避難所、ホテル･旅館などに該当
　　　　　しないものである。
　　　３　　物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。
　　　４　　「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。

避難所設置及び避難生活状況

避難所の名称 種別 開設期間 延人員
物品使用状況

実支出額 備考

 月 日～ 月 日 
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様 
 

式 

 

様式R４－１① 

応急仮設住宅台帳（建設型仮設住宅）（様式４－１①） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式４－１①（建設型応急住宅）

市町村名

人 　月　日

計 世帯
（注）1　　「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。
　　　2　　「地区・住宅（団地）名、部屋番号」欄は、応急仮設住宅の住宅（団地）名及び棟番・部屋番号を記入
         すること。
　　　3　　「所在地」欄は、応急仮設住宅を建設したところの住所を記入すること。
　　　4　　「備考」欄は、入居後における経過を明らかにすること。

地区・住宅（団地）名、
部屋番号

入居月日 備考

応　急　仮　設　住　宅　台　帳
（建設型応急住宅）

整理番号
世帯主
氏名

家族数 所在地
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様 
 

式 

様式R４－１② 

応急仮設住宅台帳（その２）（建設型仮設住宅）（様式４－１②） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様
式

4-
1②

 （
建

設
型

応
急

住
宅

）

構
造

基
礎

仕
様

敷
地

集
会 所

談
話 室

税
込

総
額

（円
）

（リ
ー

ス
の

場
合

は
解

体
費

用
等

含
む

）

う
ち

、
集

会
施

設

（税
込

み
、

円
）

（設
置

費
用

、
リ

ー
ス

は
解

体
費

用
等

含
む

）

1戸
あ

た
り

の
平

均
価

格
（円

）
世

帯
数

入
居

人
数

1
例

）○
○

総
合

運
動

公
園

住
宅

（団
地

）
モ

バ
イ

ル
コ

ン
ク

リ
ー

ト
板

手
擦

り
、

ス
ロ

ー
プ

公
有

地
50

50
1

○
月

○
日

△
月

△
日

○
月

×
日

リ
ー

ス
29

1,
41

4,
00

0
5,

71
4,

00
0

5,
71

4,
00

0
0

△
月

△
日

△
月

□
日

48
14

4

2
例

）○
○

町
仮

設
住

宅
木

造
布

基
礎

民
地

（有
償

）
20

20
1

○
月

○
日

△
月

△
日

○
月

×
日

購
入

10
5,

00
0,

00
0

5,
00

0,
00

0
5,

00
0,

00
0

12
,0

00
,0

00
△

月
△

日
△

月
□

日
19

38

3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

（注
）1

　
　

「地
区

・住
宅

（団
地

）名
」欄

は
、

応
急

仮
設

住
宅

の
住

宅
（団

地
）名

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
2　

　
「構

造
区

分
」欄

は
、

「木
造

」、
「プ

レ
ハ

ブ
」、

「ム
ー

ビ
ン

グ
」、

「ト
レ

ー
ラ

ー
」住

宅
等

の
別

を
記

入
す

る
。

　
　

　
3　

　
「基

礎
区

分
」欄

は
、

「木
杭

」、
「コ

ン
ク

リ
ー

ト
板

」、
「ブ

ロ
ッ

ク
敷

」、
「布

基
礎

」、
「べ

た
基

礎
」住

宅
等

の
別

を
記

入
す

る
。

　
　

　
4　

　
「仕

様
等

」欄
は

、
福

祉
仮

設
住

宅
や

バ
リ

ア
フ

リ
ー

住
宅

等
、

入
居

者
に

配
慮

し
た

設
備

の
内

容
が

わ
か

る
よ

う
に

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

5　
　

「敷
地

区
分

」欄
は

、
公

私
有

別
と

し
、

有
無

償
の

別
を

も
明

ら
か

に
す

る
こ

と
。

　
　

　
6　

　
「集

会
施

設
」欄

は
、

集
会

所
又

は
談

話
室

の
設

置
戸

数
を

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、

設
置

し
て

い
な

い
場

合
は

「－
」を

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

7　
　

「リ
ー

ス
購

入
の

別
」欄

は
、

「リ
ー

ス
」又

は
「購

入
」を

記
入

す
る

こ
と

。
　

　
　

8　
　

「総
額

」欄
は

、
団

地
別

に
建

設
に

要
し

た
総

額
（リ

ー
ス

の
場

合
は

解
体

費
用

等
を

含
む

）を
記

入
す

る
こ

と
。

な
お

、
集

会
施

設
の

費
用

も
合

算
し

て
記

入
す

る
こ

と
。

　
　

　
9　

　
「う

ち
、

集
会

施
設

」欄
は

、
団

地
別

に
建

設
し

た
集

会
施

設
に

要
し

た
金

額
（リ

ー
ス

の
場

合
は

解
体

費
用

等
を

含
む

）を
記

入
す

る
こ

と
。

　
 　

10
　

　
「１

戸
あ

た
り

の
平

均
価

格
」欄

は
、

総
額

か
ら

集
会

施
設

を
差

し
引

い
た

金
額

を
戸

数
で

除
し

て
出

た
金

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

 　
11

　
　

「民
有

地
等

借
地

料
（年

額
）」

欄
は

、
応

急
仮

設
住

宅
の

建
設

の
た

め
に

借
上

げ
た

地
代

に
つ

い
て

、
年

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
　

 　
12

　
　

「入
居

日
」欄

は
、

応
急

仮
設

住
宅

の
鍵

の
受

渡
し

を
開

始
し

た
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
 　

13
　

　
「世

帯
数

」「
入

居
人

数
」欄

は
、

実
際

に
応

急
仮

設
住

宅
に

入
居

し
た

世
帯

数
と

人
数

を
記

入
す

る
こ

と
。

（原
則

、
１

世
帯

１
室

で
あ

る
が

、
被

災
前

に
２

世
帯

住
宅

に
入

居
し

て
い

た
場

合
は

、
２

世
帯

と
し

て
差

し
支

え
な

い
。

）
　

 　
14

　
　

「解
消

日
」欄

は
、

応
急

仮
設

住
宅

か
ら

全
て

の
入

居
者

が
退

去
し

た
日

を
記

入
す

る
こ

と
。

　
 　

15
　

　
本

様
式

と
と

も
に

、
応

急
仮

設
住

宅
に

係
る

「位
置

図
」、

「配
置

図
」、

「平
面

図
」、

「仕
様

書
」及

び
「見

積
書

」も
提

出
す

る
こ

と
。

応
　

急
　

仮
　

設
　

住
　

宅
　

台
　

帳
 （

 そ
 の

 ２
 ）

（建
設

型
応

急
住

宅
）

○
○

県
〔市

〕
自

治
体

名
区

分

完
成

日
入

居
日

入
居

状
況

解
消

日

合
計

計 計 計計

○
○

市

計

民
有

地
等

借
地

料
（年

額
（円

））

集
会

施
設

着
工

日
完

成
予

定
日

着
工

公
表

日

リ
ー

ス
購

入
の

別

概
算

額

市
町

村
名

整
理

番
号

地
区

・住
宅

（団
地

）名
着

工
戸

数
完

成
戸

数
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様 
 

式 

 

様式R４－２ 

応急仮設住宅台帳（借上型仮設住宅）（様式４－２） 

様式４－２（借上型仮設住宅） 

応 急 仮 設 住 宅 台 帳 

（借上型仮設住宅） 
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様 
 

式 

様式R５ 

炊き出し給与状況（様式５） 

様式５ 

炊き出し給与状況 
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様 
 

式 

 

様式R６ 

飲料水の供給簿（様式６） 

様式６ 

飲料水の供給簿 
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様 
 

式 

様式R７ 

被服、寝具その他生活必需品の給与状況（様式７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式
7

市
町
村
名

被
服

寝
具

衛
生
用
品

台
所
用
品

掃
除
用
品

洗
濯
用
品

防
寒
対
策

用
品

熱
中
症

対
策
用
品

人
　
月
　
日

円

全
壊

世
帯

半
壊

世
帯

(
注
）
１
　
　
住
家
の
被
害
程
度
に
、
全
壊
（
焼
）
流
失
又
は
半
壊
（
焼
）
床
上
浸
水
の
別
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
２
　
　
受
領
年
月
日
に
、
そ
の
世
帯
に
対
し
て
最
後
に
給
与
さ
れ
た
物
資
の
受
領
年
月
日
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
３
　
　
「
物
資
給
与
の
品
名
」
欄
は
、
実
際
に
給
与
し
た
物
品
名
を
品
名
と
し
て
記
載
し
、
各
給
与
数
を
記
入
す
る
こ
と
。

　
　
　
　
　
　
た
だ
し
、
各
個
人
の
支
給
申
請
書
が
別
に
あ
る
場
合
は
、
給
与
数
を
記
入
す
る
こ
と
で
差
し
支
え
な
い
。

　
　
　
４
　
　
「
備
考
」
欄
は
、
別
に
作
成
す
る
領
収
書
等
支
払
資
料
の
整
理
番
号
を
記
載
す
る
。

被
服
、
寝
具
そ
の
他
生
活
必
需
品
の
給
与
状
況

住
家
被
害
程
度
区
分

世
帯
主

氏
　
名

基
礎
と
な
っ

た
世
帯
構
成

人
員

給
与
月
日

物
資
給
与
の
品
名

実
支
出
額

備
考

計

番 号
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様 
 

式 

 

様式R８ 

救護班活動状況（様式８） 

様式８ 
救護班活動状況 

様式8

月日 市（区）町村名 品目 措置の概要 経費 備考
円

計 円

（注）　「備考」欄に班の編成、活動期間を記入すること。

救護班活動状況

救護班

班長： 医師 （氏名）
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様 
 

式 

様式R９ 

病院診療所医療実施状況（様式９） 

様式９ 
病院診療所医療実施状況 
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様 
 

式 

 

様式R１０ 

助産台帳（様式１０） 

 

 

 

 

 

 

様式10

市町村名

　月　日　～　月　日 円

計

助産台帳

分べん者
氏名

分べん
日時

助産機関名 分べん期間 金額 備考
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様 
 

式 

様式R１１ 

被災者救出状況記録簿（様式１１） 

 

 

 

 

様式11

市町村名

機械器具等名称 数　　量 金　　額
　　月　　　日 円

計

（注）１　　備考欄には使用した機械器具の使用用途概略を記載すること。
　　　２　　他市町村に及んだ場合には、備考欄にその市町村名を記入すること。

年月日 備考

被災者救出状況記録簿

救出用機械器具等
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様 
 

式 

 

様式R１２－１ 

住家の被害を防止するための緊急の修理（ブルーシートの展張等）記録簿

（様式１２－１） 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

12
－

１

市
町

村
名

ﾌ
ﾞﾙ

ｰ
ｼ
ｰ
ﾄ

土
の

う
袋

ﾋﾞ
ﾆ
ｰ
ﾙ

ﾊ
ｳ

ｽ
ﾛ
ｰ

ﾌ
ﾟ

防
水

テ
ー

プ

　
月

　
　

　
日

円
円

円

計
　

　
世

帯
（注

）１
　

　
実

施
に

際
し

、
複

数
の

業
者

が
施

工
し

た
場

合
に

は
そ

の
旨

を
備

考
欄

に
記

入
す

る
こ

と
。

枚
数

枚
数

巻
数

巻
数

住
家

の
被

害
の

拡
大

を
防

止
す

る
た

め
の

緊
急

の
修

理
（ブ

ル
ー

シ
ー

ト
の

展
張

等
）記

録
簿

判
断

基
準

に
基

づ
く

被
害

区
分

世
帯

主
氏

名
整

理
番

号

自
治

体
か

ら
被

災
者

に
給

与
す

る
資

材
の

数
量

実
施

月
日

（U
V

 ブ
ラ

ッ
ク

土
嚢

又
は

こ
れ

に
準

ず
る

耐
候

性
を

有
す

る
製

品
）

（マ
イ

カ
線

又
は

こ
れ

に
準

ず
る

耐
久

性
等

を
有

す
る

製
品

）

（エ
ー

ス
ク

ロ
ス

01
1 

又
は

こ
れ

と
同

等
の

粘
着

性
能

を
有

す
る

製
品

）

（#
30

00
 又

は
こ

れ
に

準
ず

る
耐

候
性

を
有

す
る

製
品

）

摘
要

① 自
治

体
か

ら
被

災
者

に
資

材
の

提
供

を
す

る
場

合
の

費
用

 （
上

限
２

万
円

）

② 施
工

業
者

が
資

材
費

、
労

務
費

及
び

施
工

に
係

る
事

務
費

等
一

切
の

請
負

う
場

合
の

費
用

 (
上

限
５

万
円

）

③ 施
工

業
者

が
修

理
す

る
場

合
の

労
務

費
の

み
の

場
合

（上
限

３
万

円
）

（資
材

は
自

治
体

か
ら

提
供

を
受

け
る

場
合

の
費

用
に

記
載

）

自
力

又
は

ﾎ
ﾞﾗ

ﾝ
ﾃ
ｨｱ

に
よ

る
施

工
に

記
載

建
設

団
体

企
業

等
に

よ
る

施
工

に
記

載
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様 
 

式 

様式R１２－２ 

住宅応急修理記録簿（様式１２－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式12－２

市町村名

整理番号 世帯主氏名 被害区分 応急修理期間 応急修理実施業者名 実支出額 摘要

　月　日～　月　日 円

計　　世帯
（注）１　　実施に際し、複数の業者が施工した場合にはその旨を備考欄に記入すること。

日常生活に必要な最小限度の部分の修理（住宅の応急修理）記録簿
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様 
 

式 

 

様式R１３ 

生業資金貸付台帳（様式１３） 

様式１３ 

生業資金貸付台帳 
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様 
 

式 

様式R１４ 

学用品の給与状況（様式１４） 

 

 

様
式

1
4

市
町

村
名

国
語

算
数

理
科

社
会

そ
の

他
ｻ

ｲ
ﾝ
ﾍ

ﾟﾝ
ノ

ー
ト

ス
ケ

ッ
チ

ブ
ッ

ク
半

紙
、

フ
エ

ル
ト

そ
の

他

小
学

校
人

中
学

校
人

高
校

人

(注
)　

1
　

　
当

該
様

式
は

、
小

学
校

、
中

学
校

、
高

等
学

校
等

教
育

機
関

の
別

に
作

成
す

る
こ

と
。

　
  

　
 2

　
　

支
給

す
る

学
用

品
の

品
目

に
つ

い
て

は
、

教
科

書
、

文
房

具
、

通
学

用
品

、
そ

の
他

の
学

用
品

の
範

囲
で

個
々

の
実

情
に

応
じ

て
給

与
す

る
も

の
で

あ
る

。

　
  

　
 3

　
　

給
与

月
日

欄
は

、
そ

の
児

童
(生

徒
)に

対
し

て
最

後
に

給
与

し
た

給
与

年
月

日
を

記
入

す
る

。

　
  

　
 4

　
　

給
与

品
の

内
訳

欄
に

は
、

数
量

を
記

入
し

、
備

考
欄

に
は

別
に

作
成

す
る

領
収

書
等

支
払

資
料

の
整

理
番

号
を

記
載

す
る

。

児
童

（
生

徒
）
氏

名
親

権
者

氏
名

給
与

月
日

給
与

品
の

内
訳

学
用

品
の

給
与

状
況

実
支

出
額

備
考

教
科

書
そ

の
他

学
用

品
（
水

に
浸

か
っ

た
ら

使
用

不
能

な
も

の
等

）
学

校
名

学
年
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様 
 

式 

 

様式R１５ 

埋葬台帳（様式１５） 

様式１５ 

埋葬台帳 
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様 
 

式 

様式R１６ 

死体処理台帳（様式１６） 

 

 

 

 

様
式
１
６

  
 

死
体
処
理
台
帳
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様 
 

式 

 

様式R１７ 

障害物除去の状況（様式１７） 

様式１７ 

障害物除去の状況 
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様 
 

式 

様式R１８①－１ 

おそれ段階における輸送記録簿（様式１８①－１） 

 

 

 

 

 

 

様式18①－１

市町村名

種類 台数 名称番号 所有者氏名

　　月　日 円 円 円 円

計

（注）１　　「目的」欄は主たる目的(又は救助の種類名）を記入すること。
　　　２　　県又は市町の車両による場合は、「備考」欄に車両番号を記入すること。
　　　３　　借上車両等による場合は、有償無償を問わず記入すること。
　　　４　　借上等に「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。
　　　５　　「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。

故障の
概要

おそれ段階における輸送記録簿

輸送
月日

目的
輸送
区間

(距離)

借上等 修繕
燃料費

実支
出額

備考使用車両等
金額

故障車両等 修繕
月日

修繕
費
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様 
 

式 

 

様式R１８①－２ 

輸送記録簿（おそれ段階における輸送費を除く）（様式１８①－２） 

 

 

 

 

 

様式18①－２

市町村名

種類 台数 名称番号 所有者氏名

　　月　日 円 円 円 円

計

（注）１　　「目的」欄は主たる目的(又は救助の種類名）を記入すること。
　　　２　　県又は市町の車両による場合は、「備考」欄に車両番号を記入すること。
　　　３　　借上車両等による場合は、有償無償を問わず記入すること。
　　　４　　借上等に「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入すること。
　　　５　　「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。

輸送記録簿(おそれ段階における輸送費を除く）

金額
故障車両等 修繕

月日
修繕
費

故障の
概要

輸送
月日

目的
輸送
区間

(距離)

借上等 修繕
燃料費

実支
出額

備考使用車両等
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様 
 

式 

様式R１８②－１ 

おそれ段階における賃金職員雇上台帳（様式１８②－１） 

 

 

 

 

様
式

1
8
②

－
１

日
数

単
価

合
計

時
間

単
価

合
計

例
）応

急
修

理
　

　
　

窓
口

対
応

○
○

○
○

○
R

1
.1

0
.1

か
ら

R
1
.1

1
.3

0
ま

で
61

9
,3

0
0

5
6
7,

3
0
0

40
1
,3

0
0

5
2
,0

0
0

90
0

5
,0

0
0

6
2
5,

2
0
0

手
当

は
、

○
○

手
当

計
○

人

移
動

旅
費

支
給

額
備

考
従

事
し

た
救

助
氏

名
雇

上
期

間
日

当
時

間
外

勤
務

手
当

手
当

お
そ

れ
段

階
に

お
け

る
賃

金
職

員
雇

上
台

帳

自
治

体
名

担
当

部
局

担
当

者
名

電
話

番
号
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様 
 

式 

 

様式R１８②－２ 

賃金職員雇上台帳（おそれ段階における賃金職員雇上費を除く）（様式

１８②－２） 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

1
8
②

－
２

日
数

単
価

合
計

時
間

単
価

合
計

例
）応

急
修

理
　

　
　

窓
口

対
応

○
○

○
○

○
R

1
.1

0
.1

か
ら

R
1
.1

1
.3

0
ま

で
61

9
,3

0
0

5
6
7,

3
0
0

40
1
,3

0
0

5
2
,0

0
0

90
0

5
,0

0
0

6
2
5,

2
0
0

手
当

は
、

○
○

手
当

計
○

人

移
動

旅
費

支
給

額
備

考
従

事
し

た
救

助
氏

名
雇

上
期

間
日

当
時

間
外

勤
務

手
当

手
当

賃
金

職
員

雇
上

台
帳

（お
そ

れ
段

階
に

お
け

る
賃

金
職

員
雇

上
費

を
除

く
）

自
治

体
名

担
当

部
局

担
当

者
名

電
話

番
号
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様 
 

式 

様式R１９ 

令第４条第１号から第４号までに規定する者の従事状況（様式１９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(実
費
弁
償

) 
様
式
１
９

  
 

(1
)令

第
４
条
第
１
号
か
ら
第
４
号
ま
で
に
規
定
す
る
者
の
従
事
状
況
 

（実
費

弁
償

）
様

式
19 （1

）令
第

4条
第

1号
か

ら
第

4号
ま

で
に

規
定

す
る

者
の

従
事

状
況

市
町

村
名

実
人

員
延

人
員

日
当

旅
費

時
間

外
勤

務
手

当
計

人
人

円
円

円
円

円

・医
師

・歯
科

医
師

・薬
剤

師

・保
健

師
・助

産
師

・看
護

師
・准

看
護

師

・診
療

放
射

線
技

師
・臨

床
検

査
技

師
・臨

床
工

学
技

士
・救

急
救

命
士

又
は

歯
科

衛
生

士

・土
木

技
術

者
・建

築
技

術
者

・大
工

・左
官

又
は

と
び

職

計

（注
）　

「備
考

」欄
に

は
、

従
事

者
が

従
事

し
た

業
務

の
内

容
に

つ
い

て
記

入
す

る
こ

と
。

算
定

基
準

に
よ

る
算

定
額

備
考

職
種

従
業

員
数

従
事

場
所

（市
町

村
）

従
事

期
間

実
支

出
額
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様 
 

式 

 

様式R２０ 

令第４条第５号から第１０号までに規定する者の従事状況（様式２０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

2
0

（
2
）
令

第
4
条

第
5
号

か
ら

第
1
0
号

ま
で

に
規

定
す

る
者

の
従

事
状

況

業
種

数
実

人
員

延
人

員

人
人

円

土
木

又
は

建
築

業
者

及
び

こ
れ

ら
の

者
の

従
業

者

鉄
道

事
業

者
及

び
そ

の
従

業
者

軌
道

経
営

者
及

び
そ

の
従

業
者

自
動

車
運

送
事

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

船
舶

運
送

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

港
湾

運
送

業
者

及
び

そ
の

従
業

者

計

（
注

）
　

「
備

考
」
欄

に
は

、
従

事
者

が
従

事
し

た
業

務
の

内
容

に
つ

い
て

記
入

す
る

こ
と

。

備
考

業
者

従
事

者
従

事
場

所
（
市

町
村

）
従

事
期

間
実

支
出

額
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様 
 

式 

様式R２１ 

扶助金の支給状況（様式２１） 

様式２１ 
(3) 扶助金の支給状況 
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様 
 

式 

 

様式R２２ 

損失補償の状況（様式２２） 

様式２２ 
(4) 損失補償費の状況 
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様 
 

式 

様式R２３ 

法第１９条の補償費の状況（様式２３） 

様式２３ 

法第１９条の補償費の状況 
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様 
 

式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


